
漁業協同組合等の合併に係る組織再編税制

１．対象（対象となる法人が追加になりました）

漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、

水産加工業協同組合連合会 等

※2025年４月１日より対象となる法人が追加。

但し、非出資組合同士の合併を除く。

２．税制の内容
法人の合併については、一定の要件を満たしている場合「適格合併」とされ、

組織再編税制の適用を受けることができますが、上記法人同士の合併において
は、「適格合併」の要件が緩和されます。

 移転する資産は、帳簿価額により引継ぎしたものとして、譲渡益の計上を繰り延べるこ
とができます。また、繰越欠損金を合併組合に引き継ぐことができます。

適格合併の場合の課税

適格合併の要件

【通 常】

① 合併参加組合の行う事業
が相互に関連するものであ
ること

② 合併参加組合それぞれ
の売上金額、従業者数、出
資金額等が、概ね５倍を超
えないこと〔規模要件〕
又は
合併参加組合それぞれの
特定役員が合併後の特定
役員となること〔特定役員要件〕

③ 従業者の概ね８割以上が
合併後も従事すること

④ 事業が継続されること

漁業協同
組合等の
場合

【漁業協同組合等の場合】

① 合併参加組合の行う事業
が相互に関連するものであ
ること

※ 規模要件、特定役員要件
なし

② 従業者の概ね８割以上が
合併後も従事すること

③ 事業が継続されること

漁業協同組合等の税制特例



組織再編税制を適用した場合 約５３８万円の効果

A漁協

B漁協

３．組織再編税制の効果
具体例①

漁業協同組合が合併するときは、その資産を帳簿価格で引き継ぐことができ、譲
渡益が発生しませんので、課税を繰り延べることができます。

３千万円

帳簿価額
１億円

合併して
C漁協を設立

３千万円

帳簿価額
１億５千万円

C漁協

適用した場合 適用しない場合

帳簿価額
５千万円

移
転
の
と
き
の
時
価

移転時の時価が１億３千万円あり、
帳簿価格より３千万円増加。

移転時の時価は帳簿価格と同額

帳簿価額
１億５千万円

合併により資産移転しても、帳簿価格により
引継ぎしたものとして、譲渡益は発生しない。

C漁協

合併により資産移転した際に、時価
評価による増加分の譲渡益が発生。

〇移転資産に係る税額
（譲渡益３千万円に対する課税）

８００万円 × 税率 １５％ ＝ １２０ 万円
２，２００万円 × 税率 １９％ ＝ ４１８ 万円

計 ５３８ 万円

〇移転資産に係る税額
課税対象となる譲渡益は発生しないため０円

譲
渡
益

具体例②

漁業協同組合が合併する際に繰越欠損金がある場合は、合併組合に繰越欠損
金を引き継ぐことができます。

Ｄ漁協
繰越欠損金
７００万円

E漁協
繰越欠損金

０円

合併
Ｆ漁協を設立

Ｆ漁協
繰越欠損金
７００万円

合併組合の課税所得が８００万円の場合（法人税の例）

（適用した場合）
８００万円ー７００万円＝１００万円
１００万円 × 税率 １５％ ＝ １５万円 計 １５万円

（適用しない場合）
８００万円 × 税率 １５％ ＝ １２０万円 計１２０万円

１２０万円 ー １５万円 ＝ １０５万円
組織再編税制を適用した場合 法人税について１０５万円の効果



漁業協同組合等に対する法人税率の特例

１．法人税法上、法人税の課せられる法人等として以下の区分により税率が定められている。

項目 普通法人 協同組合等
（別表第３）

公共法人
（別表第１）

公益法人等
（別表第２）

法人税 資本金又は出資
金の額が1億円を
超えるもの

資本金又は出資金
の額が1億円以下の

もの又は資本又は
出資を有しないもの、
一般社団法人又は
人格のない社団等

収益事業から生じ
た所得は課税対
象

※１２３.２％ ※１２３.２％ １９％ 非課税 １９％

法人税法上による800
万円以下の所得に対
する税率 － １９％ － － －

租税特別措置法
による800万円以

下の所得につい
て2012年4月1日
～2027年3月31日
の間の税率

－ ※２１５％ ※２１５％ － ※２１５％

※１ 2018年4月1日から開始する事業年度より適用
※２ 所得の金額が年10億円を超える事業年度については、所得の金額のうち年800万円以下の金額に適用される税率

については17％

２．納税義務者

（１）公共法人：独立行政法人（資本金若しくは出資金の全部が国又は地方公共団体に属しているも
の等）、日本政策金融公庫等

（２）公益法人等（水産関係法人）：漁業共済組合、漁業共済組合連合会、漁業信用基金協会、
漁船保険組合、一般財団法人、一般社団法人（非営利型法人に該当するもの）、
公益財団法人、公益社団法人等

（３）協同組合等：漁業協同組合、漁業協同組合連合会、漁業生産組合（組合員に対し、給与等を支
給するものを除く。）水産加工業協同組合、水産加工業協同組合連合会、共済水産業協同組合連
合会、輸出水産業組合等



漁業協同組合等が水産業協同組合法の規定により権利を承継する場合におけ
る不動産取得税の非課税措置

１．特例措置の内容

会員が一人となった連合会の会員たる組合等が、会員が一人となった連合会

 権利義務を承継したことにより不動産を取得した場合には、形式的な所有権の

移転として取得した不動産に対する不動産取得税が非課税となります。

（連合会の権利義務の包括承継）

水産業協同組合法第九十一条の二

会員が一人になった連合会の会員たる組合、漁業生産組合又は連合会（以下この条におい
て「組合等」という。）は、会員が一人になつた連合会の権利義務（当該連合会がその行う事業
に関し、行政庁の許可、認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。）を承継するこ
とができる。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

一 当該連合会が会員に出資をさせる連合会である場合において、その会員に准会員があ

るとき。

二 当該組合等の当該連合会に対して有する持分が第三者の権利の目的となっているとき。

漁協A

連合会 漁協B

漁協C

連合会 漁協

連合会 漁協不動産を取得（名義の変更）

会員が一人になった
連合会

漁協A,B,C
が合併

連合会に権利義務を承継

形式的な所有権の移転として
不動産取得税を免除



漁業協同組合等が所有する事務所等（共同利用施設は別に説明）に対する固定
資産税の非課税措置等（不動産取得税、固定資産税、事業所税）

１．特例措置の対象
・ 漁業協同組合が所有かつ経営する病院及び診療所の用に供する不動産
・ 漁業協同組合が所有する漁船用燃料タンク、事務所及び倉庫

２．特例の内容
【不動産取得税】
・ 漁業協同組合が経営する病院及び診療所（有料駐車場並びに一般公衆の利用に供する売店、
 飲食店及び喫茶店を除く。）については非課税

【固定資産税】
・ 漁業協同組合が経営する病院及び診療所（有料駐車場並びに一般公衆の利用に供する売店、
飲食店及び喫茶店を除く。）については非課税
・ 漁業協同組合が所有する漁船用燃料（灯油、軽油、重油）の貯蔵タンク及び附属施設タンクに
ついては非課税
・ 水産業協同組合法、漁業災害補償法による組合、連合会、共済水産業協同組合連合会、漁
船保険組合、輸出水産業組合が所有し、かつ使用する事務所及び倉庫については非課税

※ 漁業協同組合、漁業生産組合及び漁業協同組合連合会が所有し、かつ、使用する製氷施設
及び水産物の冷凍施設の用に供する家屋については、これらの組合等が零細漁民の経済的社
会的地位の向上を図ることを目的とする法人であること及び当該家屋が既に非課税とされている
倉庫（貯氷施設及び冷蔵施設）と通常一体として使用されていることにかんがみ、貯氷施設又は
冷蔵施設と構造的又は機能的に一体として使用されている場合においては貯氷施設又は冷蔵施
設の用に供する家屋と併せて非課税として取り扱われる。（地方税法の施行に関する取扱い（市町
村税関係）第３章第１節第３－１６）

【事業所税】
・ 漁業協同組合が経営する病院及び診療所については非課税
・ 漁業協同組合等が本来の事業のように供する施設（非課税とされる共同利用に供する施設で
生産の用に供するもの以外のもの）については課税標準の特例措置が講じられている。

区 分

控除割合

既設分

資産割 従業者割

一 水産業協同組合等がその本来の事業
の用に供する施設

２分の１ ２分の１

三 事業活動に伴って生ずるばい煙、汚水、
廃棄物等の処理その他の公害防止又
は資源の有効利用のための施設で政
令で定めるもの

４分の３



３．特例の効果

【不動産取得税】

・漁業協同組合が経営する病院及び診療所

（本 則） （特 例）

【固定資産税】

・ 漁業協同組合が経営する病院及び診療所

・ 漁業協同組合が所有する漁船用燃料の貯蔵タンク及び附属施設タンク

・ 水産業協同組合法、漁業災害補償法による組合、連合会、共済水産業協同組合連合会、

     漁船保険組合、輸出水産業組合が所有し、かつ使用する事務所及び 
倉庫

（本 則）        （特 例）

【事業所税】

・ 漁業協同組合が経営する病院及び診療所（非課税）

・ 漁業協同組合等が本来の事業のように供する施設（非課税とされる共同利用に供

 する施設で生産の用に供するもの以外のもの）（課税標準の特例措置）

（本 則）   （特 例）

評価額１億円（家屋）

１億円×７０％（評価割合）
×４％（税率）
＝２８０万円

評価額１億円（家屋）

１億円×７０％（評価割合）
×０％（非課税）

＝０万円

評価額１億円（家屋）

１億円×１．４％（税率）
＝１４０万円

評価額１億円（家屋）

１億円×０％（非課税）
＝０万円

（資産割）
事務所床面積３００㎡

×６００円（税率）＝１８万円

（従業者割）
給与総額 １億円

×０．２５％（税率）＝２５万円
合計 ４３万円

（資産割）
事務所床面積３００㎡

×６００円（税率）×１／２＝９万円

（従業者割）
給与総額 １億円

×０．２５％（税率）×１／２＝１２．５万円
合計 ２１．５万円

４３万円－２１．５万円＝２１．５万円（特例効果）



漁業協同組合が分配する事業分量配当等の特例

１．特例の対象

２．特例の内容

水産業協同組合法で定める漁業協同組合等（漁業協同組合、一部の漁業生産組合、漁業
協同組合連合会及び共済水産業協同組合連合会）が対象となります。 

担当部署 水産庁水産経営課組織班
お問い合わせ先 （代表）03-3502-8111（内線）6596

 （直通）03-3502-8416

漁業協同組合等が支出する以下の事業分量配当等は、所得の金額の計算上、損金の額
に算入することとなります。
①利用分量配当金

  組合員や構成員に対し、事業年度中に取り扱った物の数量、価額などの漁業協同組合等
 の事業を利用した分量に応じて分配する金額

②従事分量配当金
  組合員や構成員に対し、事業年度中に協同組合等の事業に従事した程度に応じて分配
 する金額

事業分量
配当

所得金額 この部分に対し
て法人税が課税
されます

益
金

損金に算入さ
れます

※事業分量配当以外の配当（例えば剰余金に係る配当など）については、
通常の所得とみなされ、法人税の課税対象となります。
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